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インドネシア農村におけるプリブミ資本織布小工業の展開
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hdonesia'Sruralweavingindustry,whichhaddevelopedintoafactoryproductionsystemin the

'mid-1960S,declinedrapidlyfromtheendoEthe1960sbecauseforeigncompaniesandChinese-

Indonesiancapitalinvestedmassivelyinthetextueindustry.

FacedwithCrisis,theruralweavingindustryintheareasurveyedcreatedanewdivisionoflabor

in thesurveyvi1lageinthemid11970S.Cheaperproductsmadeoflowerqualitythreadwere

chameledbyvillagetraderstolowincomestratainurbanandruralareasacrossthecountry.

Fomerfactorymanagersbecametraderswhoorganizedasub-contractingsystemwithweaversby

supplyingthemwiththread,andpettytradersnowbuyweavingproducts.Allweaversintheviuage

arenowpettycomm odityproducers.

Thedom血 ceofpettycommodityproductioninplaceofthefactoryproductionsystemcanbe

explainedfirstlybythepreferenceoflowstratahouseholdswhowishtobeeconomiCallyindependent

andself-employedratherthansimplewagedlaborers.Moreimportant,however,isthefactthatthe

factoryproductionsystemcarLnOtbemaintainedeconomically.Facedwith thedifGcultyofsecumg

abundantcheaperthreadandenough workingcapital,thetraderscanoperatemore点exiblythanthe

factorymanagers,whose丘Ⅹedcostsaretoohigh.

Thedivisionoflaborintheviuageisbasedupontheeconomicdifferentiationoftheviuagers.

Weaverswhoarelandlessandnear-1andlesscontinuetoweavewith mimimalworkingcapital,andhave
amultiplicityofoccupations,consistingofpettycommodityproductionandwagelabor,includinglabor
intheurbaninfomi sector.

は じ め に

インドネシアでは,1966年に成立したスハルト現政権による外国援助と外資に依存し市場経

済を重視する政策の実施以降,日本などの外国資本が大規模な投資活動を行い,また華人系イ
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水野:インドネシア農村におけるプリブミ資本織布小工業の展開

ンドネシア人を中心とする国内資本も積極的に投資を行った｡その結果1966年から90年まで製

造業部門は年平均11.2%の成長率を達成 し,産業化の進展は顕著である [西 ･三平 1992:

26]｡ 農業部門の国内総生産に占める割合は85年には22.7%にまで減少し,一方製造業部門は

同年に15.8%,90年は19.4%と上昇 した [Indonesia 1991a:109]｡ そして91年に製造業部門

の生産額は19.9%となり農業部門の18.5%を追い越した [hdonesia 1993:159-160]｡

しかし就業者全体に占める ｢他人の助力のない個人自営業主｣と ｢家族ないし不定期雇用者

しか用いない自営業主｣及び ｢家族従業者｣の合計割合は1971年に62.9%だったが,85年は

68.7%,90年は63.0%と依然高い｡また ｢雇用労働者｣のうちかなりの割合が家族経営や零細

企業に雇用されている [水野 1992C:29-31]｡ そして就業者のうちの農村居住者割合は71年

の85.3%が85年には78.4%に,そして90年は73.3%に変化したにすぎない｡このように産業構

造は変化 し,労働力構成にも徐々に変化が生じているものの依然,労働力構成の農村居住的 ･

自営業中心的性格が見られる [水野 1992a:245-253;Indonesia 1991b:157-165]｡ この性

格は製造業部門にも見られ,85/86年で製造業就業者の66.2%は農村に居住 し,また企業規模

別では就業者19人以下の小 ･零細企業に製造業就業者全体の67.5%が従事している (就業者4

人以下の零細企業に52.6%が,5人から19人の小企業- 零細企業 ･小企業の定義はインドネ

シア中央統計局による- に14.9%が就業する)0

このような工業化の進展にもかかわらず小 ･零細企業が多数存在し,またその多くが農村に

位置している事実は,一部の食品加工業のような農村在来小工業しか存在しない業種のみによ

ってもたらされているのではなく,むしろ多くの業種で大企業の進出にも関わらず同一業種に

在来小工業が多数存在 し,またその多くが農村に位置している事実によってもたらされてい

る｡ 一方,政府の強力な指導にもかかわらず大企業と小 ･零細企業間の下請け工業制度の発展

は一部の藤産業などを除いて不十分である [水野 1992a:157-172]｡

外資が資本と先進技術を外国から持ち込むことは言うに及ばず,華人系資本も多くが68年以

降,先進技術を外国から導入 して発展 した｡これに対 し,土着インドネシア人 (pribumi 以

降,プリブミと呼ぶ)企業はその資本蓄積力の脆弱性が歴史的に問題とされてきた｡1) しか

し,実際にはプリブミの経営する在来小工業は現在も多数存在し,その多くが農村にある｡イ

ンドネシア住民の圧倒的多数を占めるプリブミの所有する企業の多くがこのような零細経営に

留まり,多くのプリブミがこれらに就業している事実こそが上で述べた労働力構成の性格をも

たらしていると考えられる｡ では,先進技術や大規模資本が外資や華人の所有する大企業によ

って持ち込まれ,これらが多数進出した業種で,プリブミの経営する農村在来小 ･零細企業

は,これまでどのような展開をとげ,今日どのように存在するのであろうか｡また,どのよう

1)例えば,Robison[1986:69-101]を参照｡
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な要因によって存在が可能になっており,他方なぜ零細経営であり続けるのであろうか｡

本稿は,日系などの外資企業と国内華人系企業および国営企業と協同組合経営企業そしてプ

リブミ中小零細企業が並存する織布業をとりあげる｡ 高度技術から在来技術まで並存 し,外

資 ･華人 ･国家 ･協同組合 ･プリブミという多種類の資本類型が存在するこの業種で,本稿は

農村のプリブミ在来小工業に焦点を合わせることで上記の間に答えるよう努める｡

この農村在来織布業は,特にスカルノ政権下の1950年代以降の国営商社と協同組合を通じた

支痔政策の下で1960年代中ごろまで発展を遂げた｡しかしスハルト政権による政策転換の後,

大量に進出した外資と華人資本の前に,農村在来織布業は一部の民芸品製造部門を除いてジリ

貧傾向にある｡ただ,今日もなお農村在来織布業は多数存在している｡本稿はこの農村在来級

布業の展開過程について,まず第 Ⅰ章でインドネシアにおける小工業問題と織布業の1950年以

降の展開過程を政府政策と関連させて述べ,2)第ⅠⅠ章で特に60年代後半以降の産業構造の急速

な転換の中で農村在来織布業のとった対応を明らかにし,第 ⅠⅠⅠ章で農村在来織布業の農村経

済社会的背景を土地所有や就業構造などと関連させて述べる｡

本稿は筆者による農村調査の結果を主として用い,関連データや文献で補強する｡農村調査

は1930年代以降のインドネシアにおける最大の織布業産地である西ジャワ州バンドゥン県マジ

ヤラヤ (Majalaya)地方で筆者が行った｡3)個人の農村調査は,サンプル数や代表性等の問題が

存在 しうる｡ しかし,土地所有データーつとっても全国統計はおろか村役場の土地台帳でさえ

種々の問題点があって,世帯ごとの面接調査無しには本稿の目的に応じた論文に用いることが

できない｡4)兼業 ･就業構造に関する統計,あるいは生産 ･費用に関する統計も,政府統計は

きわめて大ざっばな分類の下に集計された数値でしかないインドネシアの統計 ･資料状況を考

えれば,-村における農村調査に基づく研究の持つ不足点は存在し得るが実行されねばならな

い研究方法と言える｡

Ⅰ イン ドネシアにおける小工業問題 と織布業の展開

(1)1950年からスカルノ政権終了までの小工業問題と織布業

独立し植民地宗主国資本の経済支配から脱却をめざすインドネシアでは,経済のインドネシ

ア化 (Indonesimisasi)政策が重視された [Sutter 1959]｡ そしてこの時期の小工業問題とはイ

ンドネシア化とプリブミ企業の振興問題に他ならない｡

2)1940年代までのインドネシア織布業の研究は,Matsuo[1970]とPa血er[19721を参照｡
3)調査はインドネシア学術院 (LIPI)の許可を得て,1985年7月から86年10月まで断続的な住み込み方
式により行った｡また,その後度々調査村地域を訪れてデータの補強を行った｡この調査結果に基

づいた論文として,水野 [1991;1993a;1993b]Mizuno[1992]がある.
4)土地台帳に関して,水野 [1991:270,273-298】参照｡
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水野:インドネシア農村におけるプリブミ資本織布小工業の展開

1951年のインドネシア全体の織布産業で7万2,025台の手織織機と1万1,267台の力織機があ

った｡全体の69.5%の事業者数を占めるプリブミは8%の力織機と40%の手織織機を持ってい

たに過ぎなかった｡19.5%の事業者数の華人は,44.5%の力織機と40%の手織織機を持ち,わ

ずか1%のヨーロッパ人事業者は30%の自動織機と1%の手織織機を保有した [ibid.:804]O

このプリブミ機業は,植民地本国資本保護政策から1910年代までに殆ど消滅していたが,20年

代末以降の植民地政府による改良足踏み織機 (ATBM,5) 以下手織織機と呼ぶ)の普及がきっ

かけとなり,特に30年代以降,西ジャワ･バンドゥン理事州のマジャラヤ地方を中心に発展し

たものである [Matsuo 1970:19-48;Aten1952:194-199;Wm elo1939:5-22]｡ただ30年

代後半より蘭印の織布業ではオランダ資本や華人資本が優位となっていった [Aten 1952:

196-199]｡

インドネシア共和国の主権回復後の1950年,政府はプリブミ業者-の輸入許可の発給と信用

供与を行うことでプリブミの資本蓄積を図るペンテン計画 (Program Benteng)を開始した.

51年には住民小工業振興のための生産加工センター (Induk)が各産業の中心地 (繊維産業では

マジャラヤ)に建設され始め,機械化計画が並行 して実施された [sutter 1959:772-813]｡

そして55年には工業原材料供給公社 (JajasanPerbekalanBahan-bahanPerindustrian)が設立さ

れた｡これは綿糸の輸入と価格 ･供給量をコントロールし,綿糸を市場価格より安い価格で協

同組合を通じてプリブミ機業者に供給した [Palmer 1972:81-99,140-142]O

さらに,それまでのインドネシアの貿易の多くを支配していたオランダ商社に対する57/58

年の接収 ･国有化はインドネシア化政策を加速 した｡59年 4月,ユダ･バクティ (Juda

Bhakti)社等の国営商社は繊維原材料等を独占輸入し,その協同組合を経由したプリブミ機業

者への供給を開始した｡住民工業省は織機台数当たりの割当糸量を決め,各プリブミ機業者は

織機数が明記された営業許可証 (lisensi)が与えられた｡糸の配給は営業許可証に従って協同

組合が行った｡1960年には,全ての小規模機業者がインドネシア繊維協同組合 (KoperasiTek-

stilIndonesia,以下 KOPTEKSIと呼ぶ)に組織された [ibid.:143-164] ｡

企業規制に関する1957年政令第1号6)とこれに続く諸決定は華人企業の新規創設や設備投

資あるいは権限の委譲を大幅に制限した｡インドネシア式社会主義の実現を目指した指導され

る民主主義体制 (59年より)発足の前後から,プリブミが華人企業にとって代わって各産業の

主導権を握ることを目指す政策が一層強化され,59年5月には,華人企業に対し5年以内にイ

5)1921年に設立されたバンドゥン繊維研究所 (TextuehdchitingBandung)は,1926年に在来の座繰り
器であるグドガン(gedog肌g)機を改良した足踏み織機 (TIB織機と言われ,インドネシア語では
AlatTenunBukanMesin.ATBMと略される)を開発した｡この足踏み手織織機は,当時の力織機に
対する生産性をそれまでの在来織機の1/50から1/5に高めた｡バンドゥン繊維研究所はこの改良技術
の普及や織子の養成に努めた [Aten1952:196-206]｡
6)PeraturanPemerintahNo.1Tahun1957tentangPenyaluranPerusahaan-perusahaan.
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ンドネシア人の資本比率を50%以上にし,15年後に完全にインドネシア化することが定められ

た [永井 1963:208-224]｡

このプリブミ資本振興政策の中で,織布小工業,特に手織機業は顕著な発展を遂げる｡すな

わち,1962年のインドネシア全体の手織機は22万3,905台にまで増加し,力織機も2万284台に

増えた7)lpalmerandCasdes 1965:2]｡ 糸の割当を受けるため過大な織機台数の報告があっ

たとはいえ,これらの数値は,フィール ドに於けるインタビュー結果から考えても実態から著

しくかけ離れたものではない｡

(2)1950年代から70年代初めまでの調査村およびその周辺地域の農村織布業

調査村であるチルルク村 (DesaC山Iuk)は,バンドゥン市 (KotamadyaBandung)から東南

東に35キロメートルの地点にあるマジャラヤの町から東北東に8キロメートルに位置し,チカ

ンチュン郡 (KecamataLnCikancung)に属する｡ マジャラヤがこの地方の中心地として都市的機

能を発展させたのに対 し,調査村地域は港概の良くない水田と畑地が混合する全 くの農村地帯

である｡8)wamelo[1939:13]によると1938年 1月,調査村には26-50台の手織織機が存在

し,Aten[1952:213]によれば,同時点で調査村が属 したチチャレンカ (Cicalengka)郡の33

村のうち24村に1村平均103台の織機があった｡調査村地域には華人系住民はほとんどおらず,

機業者は全てプリブミ (ほとんどはスンダ人)と考えられる｡

調査村とその周辺地域でも,1950年代から60年代前半の機業の発展は目ざましかった｡この

発展の重要な要因は,日本やパキスタン･中国から輸入された良質な綿糸を協同組合を通じて

安い価格で供給するメカニズムである｡ 調査村地区にもKOPTEKSIを上部団体とするファジ

ヤール協同組合 (KoperasiFajar)やプトラ協同組合 (KoperasiPutra)などが開かれた.調査村

地区に約600名の会員を持つ77ジャール協同組合の村の支部長は当時の村長の M であり,

約800人の会月を持ち同地域最大のプ トラ協同組合の会計係は現在の農民グループ長 (Ketua

7)手織織機台数がこの時期伸び,力織機化が進まなかった理由は,プリブミ系経営者が政策的支援に
も関わらず,力織機化によって得られる利益と力織機を扱う技能において確信を持てなかったこと
[p血Ier 1972:891,マジャラヤの主力商品であったサロンは先染糸を綾織りし,この段階では機
械織りが困難であったこと[Matsuo 1970:66]および,織布業が広がった農村地方の電化が進まな
かったことである｡

8)村の面積は407.09ヘクタールで,これは水田119.10ヘクタール,畑地129･99ヘクタール,農園
108.00ヘクタール,屋敷地34.00ヘクタール,養魚池13.00ヘクタール,墓地3.00ヘクタールよりな
る｡人口は1986年9月現在で5,582人 (ほとんどスンダ人)で人口密度は1平方キロメートル当たり
1,371人である｡(以上村役場統計)村の南南東は山間部で,北北西に水田が広がる｡この調査村の
うち,最も織布業の盛んな集落 (行政単位のdus皿一区と重なる)の全世帯300戸について簡単な予備
調査を行い,一つのRT(隣組)の全世帯 (たまたま世帯員全員が調査期間中村にいなかった世帯を
除く)とこれらに隣接する世帯の合計71戸について調査表を用いた詳細な労働力構成 ･商工業･農
業等をカバーする調査を行った [水野 1993a:123-125]｡調査村の事情に関し,以下特に記してい
るもの以外は筆者による村民からのインタビュー結果に基づく｡また,現在と言う場合特に断りが
なければ1985-86年の調査時点を言う｡
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KelompokTani)の Tであった｡これらの協同組合が KOPTEKSIなどから糸の供給を受け,

工業省西ジャワ州事務所が発給 した営業許可証に基づき綿糸を機業者に供給した｡

これらの会貞企業は,数十台から百台以上の織機をもつ工場を経営した｡例えば,前述のT

は61年に51台の手織織機の保有許可を持っていた｡これらの数十台の織機を備えた工場が村内

に多数存在して村の有力者 (多くは,農業部門でも同地域の基準からすれば広い農地を所有し

た｡例えば,Tの場合1965年時点で0.77haの水田,0.80haの畑地を所有した)により経営

され,村内外から労働者を集めて生産が行われた｡工場の分業関係は工場規模により異なる

が,50台の織機を持つ工場の場合,染色 ･糊付け工程,巻返し･管巻工程,整形 ･経通し工

荏,織布工程に分かれて分業が行われており,これらの工程の作業のための伽繰 り (gole-

Wang),棚上げ (kincir),小管 (paret),整形機 (pihanean),織機等は工場経営者が所有してい

た｡これらの分業関係から,この時期の農村織布業は工場制手工業であったと言える｡ そし

て,製品は協同組合に販売されると共に,代金前払いで注文を行う (hden)マジャラヤやバン

ドゥン市の都市の華人問屋に製品が販売される問屋前貸し制も展開した｡この場合機業者は問

屋から製品代金の前払いの形で資金の供給のみを受けていた｡

中には工場を経営すると同時に派生的活動として商業活動に従事する者もあった｡例えば,

現在ガーゼ商人であるVは,1962年当時30台の手織織機を持っていたが,54台の織機の営業

許可を持っており,実際の織機稼働に必要な分を越える原糸を他の機業者の生産する綿布と交

換 し,これを町で販売した｡

1950年代初頭この村ではサロンが織られていたが50年代中ごろより無漂白粗布 (belacu)も

織られた｡60年代末にはサロンの生産はなくなり代わってピッケ (tike)と無漂白粗布が生産

された｡これらは,協同組合と華人商人を通じて都市の織物市場に流れたが,特に下層向けと

いうわけではなかった｡

しかし,この小工業保護システムには多くの問題があった｡特に重要な問題は,国営商社-

KOPTEKSI一地域レベルの協同組合-会員企業の糸の流通過程の各段階で行われた糸の華人商

人への横流しであった｡国営商社や住民工業省はこの横流しからの資金で組織の運営を行って

いた｡このため,華人商人 ･問屋,プリブミ以外の大中の織布工場も原糸を市場から手に入れ

ることができた [Palmer 1972:159-165]｡この背景には,プリブミ機業者の割当原糸購入等

のための運転資金の不足があり,この資金を提供する商人に原糸が流れ,これはヤミ市場を通

じて大中の非プリブミ織布企業に供給された [PalmerandCasdes1965:43]｡また,プリブ

ミ零細機業者も一部存在できた｡このシステムの問題に加え,スカルノ政権末期の超インフレ

と外貨不足およびこれに続 く全般的な原材料部品不足の中,汚職や横流 しを取 り締まる

KOTOE(経済作戦最高司令部)が1964年に結成された｡そして,協同組合の多 くが機能を停

止し[Palmer 1972:166-170],村の協同組合も安価な糸の供給を止めた｡
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(3) スハル ト政権成立から70年代までの織布業

66年 3月に実権を握 ったスハル ト政権は,65年に脱退 していた IMFに67年に復帰 してその

諸勧告を受け入れ,インドネシア債権国会議 (IGGI)参加諸国より1億5,800万 ドル余 りの援

助 を受けた｡同年には外国資本投下に関する1967年法律第 1号9)を施行 した｡また国内資本

投下に関する1968年法律第 6号 (以下,国内投資法とよぶ)10)は第24条で ｢本法に規定された

事柄に反する諸法律のあらゆる規程は失効する｣ としてスカルノ政権下の華人経済活動を規制

する多 くの規程を廃 して華人系インドネシア人の投資活動を保証 した011) この結果,外資特に

日系企業は60年代未より紡績業に多数参入,多 くの企業が紡織兼営方式をとり,12)国内投資法

に基づ く華人系企業は公的信用 も多 く得て急速に化繊や綿織物の織布部門に進出した｡

一方,スカルノ政権下の民族資本-小工業保護政策は全面的に見直され,66年には国営商

社 ･協同組合 を通 じたプリブ ミ企業への原糸配給 システムが廃止 された [Pa血er 1972:

170]｡また援助外貨が輸入業者に販売される輸出報償 (BE)制度により,援助の増大がこの時

期の密輸と共に輸入を増大させ,それまで輸入規制で保護されてきた国内産業は外国製品との

厳 しい競争にさらされた｡

旧来からの産地よりむしろジャカルタやバンドゥン市とその郊外に多 く立地した華人系織布

企業や日系繊維企業の設立と繊維製品輸入の増大は,それまで政府の保護下で発展を遂げてき

た産地の中小機業に著 しい打撃を与えた｡それまでの最大の織布業の産地であったマジャラヤ

地方でもプリブミ企業の衰退傾向が目立った｡即ち66年以降マジャラヤの町とその周辺では,

マジャラヤ内の華人系問屋 ･織布工場 との賃織 り関係 (makloon)に入るプリブミ機業者が目

9)Undang-undangNo.1Tahum 1967tentangPenanamanModalAsing.
10)Undang-undangNo.6Tahum 1968tentangPenanaAnanModalDalam Negeri.
ll)1968年の国内投資法は商業部門の外国人企業の営業許可は法律発効後10年後に,工業部門の外国人
企業は30年後に消滅するとした (第6条)｡ただ,二重国籍間麓に関するインドネシア共和国と中華
人民共和国間の協定批准に関する1958年法律第2号 (Undang-undangNo.2Tahun 1958tentaLng

PersetujuanPeljanjianAntamRIdan RRTmengemi SoalDwi-Kewarganegaraan)の1960年以降の実施
によって,華人は基本的にはインドネシア国籍を取得するよう奨励された｡1969年に,1958年法律
第2号は廃止されたが,1967年の外国系インドネシア国籍民についての基本政策に関する大統領決

定第240号 (KeputusanPresidenRepubhkhdonesiaNomor:240Tahun1967tentangKebijaksanaan
PokokyangMenyangkutWargaNegaraIndonesiaKeturunanAsing)の第2条は,｢外国系インドネシア
国籍民は他のインドネシア国籍民と同等の権利と義務を有するインドネシア民族である｣と明言し
た｡インドネシア国籍民となった華人系インドネシア人には外国企業に対する規制は適用されな
い｡
12)1967年より1977年までの投資調整庁 (1973年設立)およびその前身の機関により認可された外資投資

(PMA)が29.83億米 ドル (59.1%)であったのに対 し,国内投資 (PMDN)は20.66億米 ドル
(40.9%)であった｡製造業部門に限ると,外国投資の40.9%,国内資本投資の20.9%が繊維部門に
投資された｡外国投資認可額の37.2%は,日本からの投資であった [Okada 1981:186-190].日本
からの投資の25.9%は繊維部門に投資された(1967年-1976年)[Siahan eEal.1978:351｡日本から
のインドネシア繊維産業への投資は1968年から1974年に集中した｡この期間に操業を始めた21杜の
日系繊維企業のうち19社が紡績企業で,うち10社が紡織兼営企業であった [hdonesia 1978:10-
133]｡
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立ち,華人系資本のプリブミ資本に対する支配が強まった｡1976年の調査によると,この地区

の織布企業の持つ力織機のうち64%は華人系資本が所有し,20%がプリブミ資本が所有しなが

ら工場ごと華人系資本に貸し出されており,独立した経営を行っているプリブミ企業の所有織

機台数はわずか11%に過ぎなかった｡このようなプリブミ資本産地の退潮傾向は中ジャワのプ

カロンガンなど各地で見られ,クラテン (maten)県のプダン (Pedan)では協同組合関係者等

がインドネシア共産党 (PKI)系であったため9.30事件後の政治動乱の中,機業はほとんど壊

滅して以降産地としての意義を失った [Hil11979:100-109]｡手織織機について見るとイン

ドネシア全体の手織機台数は65年に32万4,000台だったが,75年は登録台数18万1,600台,稼動

台数6万5,600台に過ぎなくなった [ibid.:55-77]O

(4) スハル ト政権成立直後の調査村の織布業

調査村では,協同組合の機能の停止と共に営業許可証も無意味になる｡67年以降農村織布業

はジリ貧傾向に入り,無漂白粗布とピッケを製造していた工場が次々と操業縮小ないし停止さ

れ,村の工場制手工業が解体 していった｡特に,1973年のジャカルタのタナ一 ･アバン

(TanahAbang)繊維卸売市場の大火事の直後からピッケの売れ行きが全 く止まった｡このた

め,それまでのピッケ工場で働いていた織布労働者らは74-75年の期間,毎朝5時に集団で村

を出て,県内の稲作地帯であるランチャエケッ (Rancaekek)地方に農業労働の職探しに行く

有り様であった｡また74年頃より,バンドゥンの町に出かけベチャ (becak,輪タク)をひく

人が増えた｡

(5)スハル ト政権下の小工業問題

このような織布小工業の惨状は,外国資本および華人系資本の大挙した進出の前に零落する

民族資本の問題として認識された｡このプリブミ資本の危機から,特にプリブミ機業者やイス

ラーム系知識人の間に危機感が強まり,13)学生 ･知識人はこれに呼応して援助と外資に依存す

るスハル ト政権の工業化政策を批判した｡また日系などの外資は強く批判された｡｢外資との

競合,銀行融資の取り入れ難から在来産業は破産の危機にある (マジャラヤ ･プリブミ織布業

者の言葉,74年 1月の学生との集会で)｣【アジア経済研究所 1975:455]｢1968年11月から74

年3月までに紡績産業は1万8,000人の雇用を創出した｡しかし,伝統的繊維工業は倒産に追

い込まれ39万1,000人が失業した｣tSiahaanetal.1978:92]と論ぜられた.これらの批判は

74年 1月に田中首相がジャカルタを訪問した際の反日暴動 (マラリ事件)の誘引となる｡

13)インドネシアイスラーム同盟党 (PSII)は,1972年7月23日から第33回党大会をマジャラヤで開催
し,民族資本保護とそのため外資政策の見直しを政府に要求することを決定した [AnhzyaAug.1,
1972:8-9]｡マジャラヤは同党の拠点地区であった｡
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暴動直後から,これらの批判に部分的に答えるためスハルト政権は小工業振興政策を本格化

する｡その政策の柱は小工業金融と技術指導であった｡小工業金融はKIK(小規模投資金融)

とKMKP(長期運転資金金融)を中心とし,技術指導はBIPIK(小工業指導振興事業)が行っ

た｡マジャラヤにも,BIPIK傘下のUPT(技術普及ユニット)が設立された｡小工業保護の

考え方が強化された投資優先リストの作成により,小企業にのみ投資が認められる業種が特定

された｡14)79年には LIK (小規模工業団地)制度と下請け制度の発展を図った養父制度

(sistembapak-angkat)が開始され,87年には家内工業を含む小工業協同組合 (KOPINKRA)が

始まった [水野 1992b:170-173]｡

では,調査村周辺地域の農村織布業は73年前後の危機にどう対処し,どのような展開を遂げ

たのであろうか｡以下,検討する｡

ⅠⅠ スハル ト政権による政策転換 と産業構造の変化に対する農村織布業の対応

調査村周辺の織布業が1973-75年の惨惰たる窮状から一定の回復を見るのは76年以降であ

る｡調査村とその周辺の住民が取った農村織布業の危機の乗り切り策として,さしあたり次の

点が挙げられる｡(i)大企業や機械織 りに市場を独占されていない製品の製造を試みる｡機梶

織 りも製造されている分野では,より安価な製品を製造する｡(ii)そのため製造費用を切り詰

める.(iii)新たな分業関係を組織する. (iv)多数の村内の商人が生まれ,村の生産物の市場

を都市,特にその中下層民の間に開拓した｡特に (ih)と (iv)は,調査村及びその周辺地域が

他地域の工場や問屋に従属しない織布産地の発展をもたらした｡以下,詳述する｡

(1) 製品の転換

前述のピッケの73年以降の全くの不振の中で,村のNは73年ごろより村で細々と生産の始

まっていたガーゼ (perbaul)の原糸を機業者に供給し,製品の賃織り(hirkup15))を組織する問

屋制を75年に開始した｡同様の生産がふきん (lappi血g)においてもこの時期開始された｡以

降,この村とその周辺地域ではガーゼとふきんが主力商品となってゆく｡

調査村周辺で現在生産されるふきんは,織布の密度と重量から厚手のふきん (lappiringkan-

del,重量が 1枚約 65g),中厚のふきん (lappiringsedeng, 1枚約 50g),薄手のふきん (lap

pi血gipis, 1枚約 35g)に分類される｡ 薄手や中厚のふきんにはほとんどの場合,ポリエステ

14)以降,多くの期間において手織機業への投資は小工業に対してのみ認められたo手織織機産業にの
み認められる製品分野が規定される場合も多い｡ただ,小工業製品が大企業製品にとって代わられ
ることへの保護は多くないと言える｡

15)マジャラヤの町で一般的なmakloon賃織りは,普通,問屋ないし親機が経糸ビームに経糸を巻いて
機業者に渡すのに対し,hirkupでは産元問屋が整経工程前の糸を機業者に渡す｡
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ルないし綿糸とポリエステルの混合糸 (TC)などの化繊糸が用いられる｡ふきんの用途を考え

れば吸水性の低い化繊は材料として適さない｡実際,これらの化繊糸を用いたふきんで濡れた

食器やテーブルを拭いてもこれらに付着した水は拡散されるのみでふきん自身は殆ど水を吸わ

ない｡それでも多くの化繊糸が用いられるのは,これが比較的容易に入手できるために他なら

ない｡比較的良質なふきんには綿糸が用いられる｡

そもそも,現在この調査村で用いられている原糸のほとんどは,ふきん用,ガーゼ用を問わ

ず紡績工場の不合格品の糸 (BS,BenangSisaの略)であり,村の磯業者や産元商人はマジャラ

ヤの糸市場でこの糸を購入する｡ この不合格品の糸では化繊糸の供給が比較的良いのに対し,

綿糸の供給が少ないため,代替可能な部分については化繊糸が用いられる｡これらのふきん

は,通常の市場に出されている合格品 (orsinilと呼ばれる)の綿糸を用いた機械織製品に比べ

品質の点で明らかに見劣りがする｡

ただ,この不合格品の糸は安価である｡ 不合格品の糸が綿糸 20SやTC40Sなど主として村

で用いられている糸で 1kgあたり1,700ルピア16)から2,500ルピアであるのに対し,合格品の

糸は 1kg当たり2,700ルピアから3,600ルピア (マジャラヤ糸市場における1985年10月から86

年9月までの価格)である｡ この不合格品の糸は,糸の切断やもつれが生ずるため機械製織に

は普通用いられず,手織製織にのみ用いることができる｡

この結果,調査村周辺の生産物は機械製織品に比べ安価である｡ 例えば幅 80cm長さ4m

のガーゼ 1巻 (rol)では,プカロンガン製機械製織品 (漂白済み)が工場受渡し価格で6,000ル

ピアなのに対 し調査集落の同種類製品は3,500ルピアである｡ この価格差の主因は原糸価格

で,その他,機械製織品には機械償却費 ･電気代等の手織製織では殆ど間違にならない費用が

かかる｡

(2) 分業関係の転換- 産地構造の深化

このガーゼやふきんを主力商品として製造する農村織布業の分業関係は,60年代中ごろまで

の村の分業関係とは全 く異なっていた｡新しい分業関係は,村内の産元問屋と零細な機業者と

の間の賃織 り関係と,糸買い布売りの独立機業者と賃織 り関係を組織しない零細な小商人との

間の売買関係の二つの関係を軸に,村内外の機業者,家内労働者,織布工らを巻き込んだもの

である｡

70年代後半から村内の有力者が産元問屋となってガーゼやふきんの賃織り生産を組織した｡

そして,賃織り関係を組織しない小商人が村内に族生した｡これら小商人は,製織の終わった

ふきん ･ガーゼ生地を独立機業から購入し加工を行った後,バンドゥン･ジャカルタなどで販

16)調査中の1986年9月12日にルピアの対米 ドル為替レートは1ドル1,134ルピアから1,644ルピアに切
り下った｡
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図 1 調査集落とその周辺の織布業の分業関係と製品 ･糸の流通経路

売する (市場は後述)｡図1は,この分業関係をまだ述べていない諸関係も含めて図示したも

のである｡

ここで注目すべきは,300世帯よりなる調査集落内 (図1に円で囲んだ)で,ふきん ･ガー

ゼ商人と生産者の間の賃織りなどの基本的な分業関係が取り結ばれ,調査集落周辺地域に存在

する機業者と併せて考えれば,調査集落およびその周辺地域で最も基本的な生産関係が完結し

ている点である｡ この機業産地の成立のためには,マジャラヤの町に存在する糸市場の存在は

欠かせなく,またふきんのつや出し (kalender)工程の委託はやはり,マジャラヤの町にある

業者に対して行われている｡これらの外部経済を享受している点から,この農村織布業産地は

マジャラヤ織布業産地の一角を占めているといえる｡ ただ,この村の機業者がマジャラヤや他

の町の親機や産元問屋との賃織関係に入るのではなく,むしろこの調査村周辺として自立性を

持つ方向に産地構造が深化した｡この産地の分業組織を詳細に見てゆく｡

(3) 零細機業者とその経営形態

詳細な調査表を用いた面接調査の対象となった71世帯のうち,24世帯が機業を営んでいた｡

このうち,23世帯について詳細な経営データを得ることができたので,以下この23世帯につい

て述べる｡この23世帯のうち,4台と3台の織機を所有する世帯が1世帯ずつあり,2台の織
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機を所有する世帯が9世帯で,うち1世帯は娘夫婦に1台の織機を貸している｡11世帯は1台

を所有する｡ 残りの1世帯は1台の織機を上述の義父より借りているが,それは世帯主の婚姻

時に貸与されたもので,現在賃料は払っていない｡

稼動台数では,7世帯が2台を稼動させ,他の世帯は1台を稼動させているに過ぎない｡23

世帯のうち,整経機を所有する機業者はなく,全てが,整経機を所有する他の業者ないし,級

布工場の経営を中止した後も所有している商人から整経機を借りる｡

賃織を行っている機業者は,産元問屋から染色済みの糸 (未染色の糸の場合染料と共に)と

糊付け用糊および,経糸管巻家内労働工賃用資金そして,必要な場合は製織労賃用資金が貸与

される｡ 渡された糸の製織が終了し,生地を産元問屋に渡す段階で工賃を産元問屋から受取

り,同時に家内労働工賃用資金と製織労賃用資金を返済する｡ただし1週間に1度程度,製織

の終わ-つた生地を問屋に持ち込みその分だけの工賃を受け取ることも普通で,これは賃織業者

の借金と認識されている｡

独立機業者の場合,マジャラヤの糸市場で原糸を購入した後,漂白･染色 ･糊付け作業をほ

とんど自ら行う｡ 経糸管巻作業は大抵 (23世帯のうち14世帯が)近所の親族や隣人の若年女子

や老齢婦人 (多くの場合,寡婦)に家内労働内職を出している｡整経 ･綜こう通し作業に賃労

働を用いている世帯も1世帯しかなく,製織作業に賃労働を用いている業者は3世帯で,経糸

管巻作業以外の大部分の作業を家族労働で行う｡

この様に,新たな分業関係に登場した機業者は,最も重要な生産手段である織機を所有する

が,その数は4台以下で,多くの作業を家族自ら行い,部分的に家内労働と賃労働を用いるに

過ぎない｡これはもはや工場制ではなく小営業17)と言える｡

表 1 調査機業者の事業開始年別,現在の機業者の父親の機業従事の有無 (上段)と,調査

機業者の両親ないし義理の両親からの織機の相続 ･贈与の有無 (下段)

1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 合計

父親が機業に従事した 5 4 4 13

父親は機業に従事せず 1 2 3 4 10

合計 1 7 7 8 23

両親ないし義理の両親からの相続あり 3 4 2 9

両親ないし義理の両親からの相続なし 1 4 3 6 14

出所 :筆者のフィールド調査より

17)小官業は,工場制生産ではない小商品生産の諸形態を一括 してさす0本稿の工場制手工業や小営業

は,インドネシア全体の発展段階を表す歴史枕念を示す言葉として用いているのではなく,調査村
の生産の方法が工場制生産をとっているか否かを検討するために用いている｡
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現在の小営業の族生の背景を見るため,まず表1に調査機業者の事業開始年を,後に述べる

機業経営者の父親の機業経営の有無などと共に示した｡この表から,60年代の織布工場が操業

縮小 ･閉鎖された70年代以降に事業を開始した者が15名とより多いことがわかる｡

小営業の族生を支えた一つの要因は,安価な織機の供給であろう｡ 調査時点では,手織織

機,伽繰り,棚上げ,小管,秤 (teropong)などの織機とその付属機の1セットの価格がマジャ

ラヤで1万ルピアから1万5,000ルピアである｡この価格の意味合いは次節で示すが,これは

農村下層にも十分手の届く価格と言える｡60年代末のこの地方における手織機業の衰退傾向の

中,多くの工場や織機が売りに出されたため織機の価格が下落した｡

(4) 機業者の経営分析と最小限の運転資金

表Zは,薄物ふきん製造独立機業者について,原糸の購入と染色 ･糊付け工程から始まって

経糸ビームに巻いた経糸が織り切られるまでを一回の全作業工程と考え,この全作業工程期間

中の売上高と売上総利益,及び工程ごとの必要日数等を示している｡ 同様の数値について全独

立機業者の1業者当たりの平均値を算出した｡この表の1番右には,薄物ふきんの貸織業者の

工賃収益と費用も示した｡

調査機業者に最も多い薄物ふきん独立機業者の場合,上記で言う売上高給利益率は22%であ

る｡ ただ,この表では経営者やその家族に対する給与が費用に含まれていない｡そもそも,こ

の調査村の機業者もふきん ･ガーゼ商人の誰も簿記を記帳しておらず,所得税や事業税もほと

んど問題にならない｡そのため,これら業者の経営費推計には多くの困難がある｡表2は聞き

取りによって得た数値に基づき損益計算書と製造原価明細書の概念に従って算定したものであ

る｡

ここで問題なのはその売上給利益絶対額の少なさである｡普通,織布作業は夫婦二人と子供

(あるいは老人)の手伝いでなされる｡従って,この売上総利益は夫婦二人ないし子供を加え

た家族労働の成果と見なされなければならない｡製織工程は朝の6時半ないし7時から夕方3

時半ないし5時近くまでおこなわれ,なお緯糸管巻作業が夜の7時前後から9時までなされる

のが普通である｡ 薄物ふきん機業者の-日当たり707ルピアの売上総利益の水準は,男子農業

労働者の半日 (朝7時より昼12時まで)当たりの貸金 (鍬耕作業,現金750ルピアに通常食事 1

回お茶 1回,イスラームの断食中は食事お茶は提供されず1,000ルピアが払われる)より低

く,また女子農業労働者の田植えや除草作業の労賃 (朝7時から昼12時まで,現金500ルピア

ーないし400ルピア一に食事 1回お茶 1回,イスラーム断食中は700ルピアーないし600ルピア

ー)とほぼ同じレベルである｡ そして,この機業者が夫婦二人と子供で稼ぐ一日当たりの売上

総利益は,この機業者が雇用した織布賃労働者の-日当たりの貸金の約600ルピアから700ルピ

ア (織布貸労働者は普通,管巻工程に従事しないので朝7時から夕方3時半までの労働であ
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表2 独立機業者と賃織 り業者の経営費と売上総利益

(単位,実数は特に明示のないものはルピア,割合は%)

薄物ふきん独立機業者 全独立機業者 薄物ふきん賃織 り業者

実数 割合 実数 割合 実数 割合

(1)所有織機台数 (台) 1.4 1.6 3.0

(2)稼働織機台数 (台 ) 1.3 1.2 1.0

I. 売上高 145,986 100 134,331 100 39,880 100

ⅠⅠ.製造原価(1)材料費 経糸費用 113,832 78.0 103,050 76.7 3,650 9.247,719 32.7 43,927 32.7 0 0
練糸費用 53,131 36.4 48,218 35.9 0 0
糊費用

薪費用

漂白剤費用

(2)労務費

織布賃労働労賃

(3) 経費

梓償却費用

経糸管巻き下請け工賃

整経機使用代

原材料買い出し交通費

その他の費用

ⅠⅠⅠ. 売上総利益

準備工程日数 (日)

製織工程日数 (日)

ⅠⅤ.総工程日数 (日)

V. -日当たりの売上総利益

(サンプル数)

1,498 1.0

888 0.6

90 0.1

3,168 2.2

400 0.3

2,072 1.4

338 0.2

1,494 1.0

31 0.0

32,154 22.0

9.1

36.4

45.5

707

(16)

1,335 1.0

875 0.7

79 0.1

2,305 1.7

407 0.3

1,786 1.3

334 0.2

1,405 1.0

23 0.0

31,281 23.3

0 0

600 1.5

0 00 0

300 0.8

1,500 3.8

250 0.6

0 0

1,000 2.5

36,230 90.8

出所 :筆者によるフィールド調査から

注 :1. 経営者および家族従業者-の給与は費用に算入していない｡

2. ルピアは1986年9月12日にそれまでの1米 ドル-1,134ルピアから1,644ルピアに切 り下
げられた｡

3.1986年9月から10月について｡

る)とあまり相違がなく,1985年のマジャラヤ地方の織布工場労働者の一日 (7時間労働)当

たりの最低賃金1,185ルピア18)を相当下回る｡45日 (休 日は含まず)で3万2,000ルピア余 り

の売上総利益から,年間6.5回織ることができるとすると,年間に20万8,000ルピアの収入とな

る｡ これは米740キログラムに相当する (1gの米の調査期間中の村内価格の平均は225ルビ

18)インドネシア労働組合連合 (FBSI)の西ジャワ州本部とインドネシア繊維企業連合 (PERTEKSI)西
ジャワ代表部の間の最低賃金を定めた統一労働協約に基づき決められた1985年の最低賃金額から｡
職種別に異なるが最も低い値を引用 【Hardjono 1990:33]｡
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ア)｡インドネシア農村の貧困問題計測の指標として用いられているサヨグヨの貧困ライン

(gariskemiskinan)として想定されている [Sajogyo 1977]年間-人当たり320キログラムの米

換算所得から見ると,これは2.3人分の貧困ライン丁度の所得にしか相当せず,機業者23世帯

の平均4.4人の世帯月の貧困ラインレベルの生活を支え得ない｡19)この独立機業者の場合,売

上総利益は機業者世帯貞仝月の給与と考えられ,これは農業労働と比べ低い賃率と言え,機業

者世帯の織布業所得の低水準は明かである｡

そして,この独立機業者は僅かな運転資本をいわば自転車操業の様に回転させて機業経営を

維持しており,このことはこの業者の売上総利益絶対額の少なさと対応している｡その方法は

以下の様である｡

ふきん独立機業者は,営業を開始するため原糸を用意しなければならない｡経糸ビームに巻

かれる経糸は,当初よりある程度の量 (薄物ふきんの製造者の平均は 19.6kg)用意されなけ

ればならないが,練糸に関しては,必要最小限の量 (例えば5kg)を購入して製織作業を開始

する｡ そして,1週間でこの5kgの緯糸で織った約24ダースの薄物ふきん生地を小商人の所

に持ち込み,これから2万7,600ルピア (1ダース1,150ルピア)得る｡ この2万7,600ルピア

の売上から2万ルピアをやはり緯糸の購入にあて,残 りの7,600ルピアを生活費 (resiko

血pur)とする｡この方法を繰 り返し,経糸ビームの経糸が全部織 り切られる時点では,次回

の製織工程開始のために必要な経糸 19.6kgと緯糸 5kgが準備される様,売上代金の生活費

と経糸および緯糸の購入費-の配分を行う｡

ただし,妻の出産,家族の病気,子供の制札等の儀礼や教育,商人による支払いの遅れ等,

この運転資金と生活費の配分関係が崩れ運転資金が消失してしまう契機には事欠かず,これは

機業経営の危機に直結する｡

(5) 村内織物商- 大規模,中規模,小規模商人

調査集落には,現在5人の問屋制前貸しを行う織物商人がおり,一方,原材料の前貸しを行

わないふきん ･ガーゼ小商人は50人以上存在する｡

調査対象世帯の71世帯には,10世帯のふきん ･ガーゼ商人世帯が存在した｡これまで賃織り

を組織したことのある世帯は4世帯だが,現在もこれを継続している商人はそのうちの1世帯

に過ぎなかった｡後述するように賃織りを組織する商人は,資本力や営業様式において他の商

人と隔絶した差があり,これを村内大規模商人とする｡ これまで賃織りを組織したことがあ

り,再度賃織りを組織する可能性のある3世帯と,資金量や商い量から賃織りを組織する潜在

力を持つと考えられる1世帯を村内中規模商人とすることができる｡ 残りの5世帯は商い量が

相対的に少なく小規模商人とする｡

19)貧困ライン相当の-人当たりの米換算所得は,大人･子供の別を問わない｡
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これらの世帯の織物商業の開業年は,50年代が1世帯,60年代はなく,70年代は4世帯,80

年代が5世帯である｡50年代の商業開始者とは50年代より織布工場を経営していた前述のⅤ

に他ならず,以前は機業が主たる活動であったが,農村織布業全体の低迷の中,70年代に機業

をやめ賃織りを組織するふきん ･ガーゼ商人になった｡従って,村内の織物商人は基本的には

70年代以降現れたと言える｡

これらの者が織物商業を開始する以前の職業は,機業者であった者が6名と最も多く,中規

模以上の商人でみると5世帯中4世帯が以前機業者であった｡農村織布業全体の60年代末より

の低迷のなか,工場制生産は解体したが,それまでの工場経営者の一部は,ふきん ･ガーゼ商

人となり,今日の産元問屋はすべてこの旧織布工場経営者かその親族によって経営されてい

る｡ 一方,旧工場経営者の一部には,前述のTのように今日農民に戻 り村内の上層農民となっ

た者もいる｡20)中規模商人のうち2名は国営銀行の提供する長期運転資金金融を受けたことが

ある｡ ただ,融資額を上回る金額の詐欺に合うなどで事業が順調に伸びず,賃織りを中止して

しまったケースが多い｡小規模商人にも機業者より転じた者が2名おり,他にべチャひきから

転じた者もいる｡

詳細な調査の対象となった世帯の中の産元ふきん問屋は,村内最大のガーゼ問屋経営者の娘

夫婦世帯で,今日,月間2,000ダースのふきんを販売し16の機業者を賃織り関係に組織し,独

立機業者からの生地の購入も行う｡集落内最大の産元ふきん問屋は,月間8,000ダースのふき

んを商い,60の機業者に問屋制前貸しを行っており,国営銀行の供給する長期運転資金金融を

何度も受けている｡一方の極の小規模ふきん商人の例は,月200ダースのふきんを扱うにすぎ

ない｡

(6) 織物商人の商品,生産者との関係,市場と営業利益

産元問屋の場合,原糸をマジャラヤの糸市場でこり (bat,181kg)単位で購入する｡ その

際,僅かずつ購入する場合と比べて価格は割安である｡ そして同じ不合格品の糸だが,品質が

ましな糸を購入する｡ ふきんでみると,綿糸の使用割合が高くなりその分,製品市場における

価格も,小規模商人や中規模商人が扱う商品に比べて良い｡例えば薄物ふきんでは,産元問屋

が扱う商品は,バンドゥン市の卸売市場で1ダース1,900ルピアであるのに対し,小 ･中規模

商人が扱う薄物ふきんは1ダース1,500ルピアである｡これら産元問屋の扱う質のましな製品

の製織は,多くの注意と労力が要求される｡

産元問屋は,質のましな不合格品の原糸等を機業者に供給し,製織の終わった布地を受け取

る際に種々の小言を言うことで製品の品質管理を行い,多種類の製品の量を確保している｡産

20)村の織布業の停滞のために村外へ永続移動した者は多くが都市インフォーマルセクターに移動し,
中には成功者もいる｡移動先の職業は村内の出身階層の影響を受ける｡水野 [1993b]参照｡
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元問屋は,数人の出来高払いの雇用労働者 (ほとんど未婚の若年男子)を準備行程や製品の加

工のたびに雇い,また家内労働者への委託によって製品の加工をする｡その後,家族労働主体

で,やはり出来高払いの賃金労働者を用いて製品の包装などの作業を行う｡ その後,相対的に

高い価格で卸売問屋に販売している｡

小規模商人と独立の機業者の問で取引される製品が品質の最も悪い糸を用いた最も安価な薄

物ふきんであるのは,少しでも生産費を下げようとして粗悪な安い糸 (質が悪い分,製織工程

で困難が生ずる恐れがあるが)を用いる機業者と,原糸をまとめ買いできないため賃織 りを組

織できない小規模商人との間の関係の結果に他ならない｡

この両者の資金力の弱きをカバーする一つの方法は,小規模商人による運転資金の貸付だが

これはあまり行われていない｡むしろ,独立機業者が僅かでも運転資金に余裕のある場合に小

規模商人への生地の掛売 り (商人が生産者から借 りる-ngiqjeum - と呼ばれる)が頻繁に行わ

れ,商人がバンドゥン市やジャカルタの卸売問屋で製品を販売した後,機業者に生地代金を支

払う｡ 上述の10世帯の商人の内,8世帯はしばしば機業者から生地を借 りる,ないし1年の内

特定の時期,例えば,レバラン (イスラームの断食明けの祭日)後の数カ月は借 りると答え

た｡一方,機業者も23世帯のうち11世帯が時々,ないししばしば生地を商人に貸 し付ける

(ngirljeumkeum)と答えている｡ 小規模商人はほとんど雇用労働者を用いることなく,一方,

ガーゼ中規模商人は数人の出来高払いの雇用労働者 (やはり未婚若年男子)を加工のたびに雇

う｡ そして,双方ともヘム加工などは家内労働者への委託によって行う｡

小商人は,この加工の後,ジャカルタやバンドゥン市へ最低限の交通費で運び,都市の最低

級の宿屋やモスクないし親族 ･知人の家に宿泊して販売費を切 り詰めて製品を売 りさばく｡小

商人は,いわば信用こそが資本となって商売を続けているのである｡ただ一年のうち1-2カ

月はほとんど販売が進まず,機業者と小商人の双方にとって危機となり,双方の経営は一層不

安定とならざるを得ない｡

この小商人に対してむしろ,製品の掛売りをする機業者は,マジャラヤの糸市場で糸商人か

ら糸を借 りることもある｡ しかし,これも高々2-8キログラムの糸に過ぎない｡

商人が開拓 した市場について述べる｡産元ふきん問屋は,製品を運送業者を使って,ジャカ

ルタのタナ-アバンの繊維卸売市場内の華人卸売問屋に送 り,支払いも手形 (cek)で受け取

る｡ ジャカルタ内の他の市場やバンドゥン市のパサールパル (PasarBam)内の華人卸売問屋

にも販売される｡ そして,それらの商品は,遠くスマ トラのメダンやカリマンタンの諸都市に

も流通し,大都市のスーパーマーケットでも見かける｡ 輸出はないが,これらの商品は広 く全

国市場に流通し,一部地域だけを対象にしているわけではない｡

一方,ふきん小規模商人は製品を自ら運び,ジャカルタと,西ジャワ州内の各県の中心都市

の華人卸売問屋や小売り店に販売している｡中には,わずか数袋ずつ,小売り店や屋台に売っ
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表3 ふきん ･ガーゼ商人の一事業者当たりの月間売上高と営業利益,および元入金と元入金営業
利益率,規模別,1986年9月

小規模商人 中規模商人 大規模商人

Ⅰ. 売上高

ⅠⅠ. 製造加工費

(1) 材料費

生ふきん,生ガーゼ仕入れ原価

賃織り用原糸費用

タッグ代

縫糸代

漂白剤費用

染料代

糊代

薪代

(2)労務費

糊付け,染色,漂白作業労賃

(3)経費
賃織り工賃

つや出し工程委託費

ヘム加工,ガーゼ包装工賃

ⅠⅠⅠ. 粗利益

ⅠV.販売費
包装紙印刷代

交通費,運送費

包装紙 ･箱代 ･袋代

絵の具 ･油代

その他の加工包装作業労賃

包装用ナイロン袋代

手形割引費用

624,170 100

148,359 :23.8

1,529,991 100

343,100 i22.4

186,424

2,250

32,725

42,799

162

41,891

28,500

37,500

5,000,000 ; 100

3,801,243

1,160,000

1,713,149

7,200

2,250

54,400

13,333

33,651

2,400

25,020

648,000

69,840

72,000

2

3

1

0

1

3

7

0

3

4

0

0

1

0

0

0

2

3

0.5

13.0

1,4

1.4

1,198,757

412,211

10,000

80,000

3,500

211

22,500

40,000

250,000

その他の費用 l 885 0.1 1 597 0.0 l 6,000 0.1

V.営業利益 98,026 15.7 156,677 7.5 786,546 15.7

ⅤⅠ. -日当たりの営業利益 3,268 5,223 26,218

(サンプル数) (5) (4) (1)

元入金 (開始運転資金) 173,344 570,254 3.346,004

出所 :筆者のフィールド調査

注 :1. 経営者とその家族従業者の給与は費用に算入していない｡

2. コス ト把握のため営業利益は手形割引と寄付 ･税その他の費用を差し引いたものであ

る｡

3二元入金 (開始運転資本)として,半月分の生地と,経糸ビームの経糸を一回織りきるま
での工程分の賃織り生産の費用と販売費用を考えている｡

4. 元入金営業利益率は,元入金 (開始運転資本)で購入 ･加工 ･販売した時の営業利益を

その元入金で割った値に100を掛けたものである｡
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て歩く商人もおり,ジャカルタのパサールパギ (PasarPagi)では,村の商人とその売り子が

ふきんを数10枚小脇に抱えて1枚 1枚売って歩いている｡ 代金受取り方法は,多くの場合,ま

ず店に製品を置いてゆき,別の時にその分の代金を受け取る,ないし売れた分だけの代金を受

け取る｡

この様に,産元問屋は大きな販売量を非常に広い流通網に乗せてこなしている0 -万,小商

人の場合,とにかく足を使った販路開拓を行い,これは70年代初めの調査村周辺地域の織布業

の危機を打開した一つの要因でもあった｡手形はマジャラヤ等で割引する｡この手形が時に不

渡りとなり,村の商人の経営をしばしば悪化させている｡ ふきんを入れるビニール袋には商標

等が印刷してある (印刷は村内の業者が行う)が,これは商人が見ればすぐ判別のつく程度の

機械製織品の商標を真似た偽物である｡

表3は,ふきん等の商人の売上高と営業利益を規模別に算出した表である｡ここでも経営者

世帯員の給与は費用に算入していない｡表3から,小規模と中 ･大規模の商人の間の売買量や

営業利益の差は明白である｡ ただ小規模商人の営業利益は,機業者の売上総利益に比べれば全

般に多いと言える｡個々のケースを見ると,一日当たりの営業利益が独立機業者の売上総利益

のように1,000ルピアを下回る小商人はわずか一例であった｡この様に商人は機業者に比べて

ましな利益があるが,その分,運転資本も多くこれは次節で述べる｡

ⅠⅠⅠ 農村織布業と農村諸階層

以上の零細な経営が存続している背景を,機業者と織物商人の各々についてその土地所有と

兼業 ･副業等から検討を行い,その後,小営業者がなぜ賃労働者化しないのかあるいはなぜ工

場制生産に移行しないのかを検討する｡

(1) 機業者の土地所有と兼業 ･副業

表4は,調査71世帯の世帯主によって調査日から過去 1年間になされた全ての職業と,職業

の組み合わせ別世帯主数を示している｡この表は,従事した時間の長い順に職業を示してい

る｡また,世帯主の所属する世帯の所有農地と経営農地の面積の平均値を第1の職業を等しく

する世帯のグループごとに示している｡機業を営む世帯は24世帯であるが,この表に示された

世帯主が機業を経営する21世帯以外に,世帯主の同居息子夫婦が機業を営むものなど3世帯は

世帯主以外が機業を営んでいる｡

この表から,世帯主が機業を第1の職業としている15世帯の所有農地は極めて零細で平均

0.02haしかないこと,また経営農地も平均 0.03haLかなく,所有 ･経営地とも調査世帯の

中で最も低いグループに属することがわかる｡ 機業を第1の職業とする世帯の所有 ･経営地
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表4 調査世帯主の過去 1年間の全ての職業と第1の職業ごとの世帯所有農地面積と経営農地面積,
職業投入労働時間の順別 (単位,世帯数 :戸,面積 :ha)

第1の職業 第2の職業 第3の職業 第4の職業 聖豪l職業別平均* 職業群男リ平均**
所有地 ;経営地 所有地 軽骨地

埋草 4 0: 0 0.02 0_03

埋草 自作農業 3 0.05:0.09
準草 農業労働 3 0. 0

埋草 ベチャひき 1 0 0

筆墨 ベチャひき 農業労働 1 o; 0

準葦 小作農業 農業労働 1 0…0.18

埋草 農業労働 自作農業 1 0.08…0.08

埋草 民曹(W SⅠP) 1 0-;o

自作農業 準墨 1 0.53:0.53 0.28 0.28

自作農業 準葦 農業労働 1 0.ll■ =1

自作農業 農業労働 1 0.32…0.32

養魚業自営 政府恩給 1 0.16:0.16

自小作農業 養魚業自営 1 0.54:0.73 0.64 0.89

自小作農業 養魚業自小作 村役人 1 1.52i2.40
自小作農業 農業労働 埋草 1 0.24萱0.30

自小作農業 農業労働 隣組長 屠殺業 1 0.24:0.13

小作農業 2 0:0.16 0 0.34
小作農業 農業労働 1 0:0.96

小作農業 コーラン音読指導 1 010.10

小規模織物商業 3 0.00:0.08 0.02 0.02
小規模織物商業 自作農業 1 0.09;0.09

小規模織物商業 農業労働 1 oi o

中規模織物商業 1 0 0 0.24 0.27

中 .大規模織物商業 自作農業 3 0.28:0.28

中規模織物商業 自小作農業 10.34:0.48

農業労働 自作農業 3 0.13:0.08 0.05.0.10

農業労働 小作農業 2 0.05!0.34
農業労働 2 0 0
農業労働 経糸管巻家内労働 米粉曳家内労働 1 o呈 o

農業労働 家事労働 縫糸管巻家内労働 1 0.: 0

ベチャひき 準茎 農業労働 2 O呈 o 0.03 0.03

ベチャひき 準茎 農業労働 織布賃金労働 1 0 0
ベチャひき 農業労働 自作農業 1 0.14:0.14

ベチャひき バソ屋*** 農業労働 1 項 o

雑貨屋経営 自作農業 1 0.72;0.32 0.25 0.17

稚魚仲買 自作農業 1 0.32…0.32

バソラーメン屋 農業労働 1 0- 0

バジグル飲物売 り♯ 自作農業 1 0.22:0.22
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表4-つづき

第 1の職業 第2の職業 第3の職業 第4の職業 聖豪職業別平均* 職業群男u平均**
所有地;経営地 所有地 経営地

日系搬練企業労働 糸商業 1 0 0 0.04 0.04

織布企業労働 自作農業 1 0.ll:0.ll

地方議会職員 1 0 0

バンドウン市守衛 タイル会社夜警 1 0 0

ガソリンスタンド従業月養魚業自営 自作農業 1 0.08:0.08

金融協同組合経営 縫製業経営 1 6.69 0

民誓 農業労働 建設労働 ガーゼ包装家内労働 1 0 0

祈藤師 縫製家内労働 1 0:0.ll

村役人 退役軍人 1 0 0

経糸管巻き家内労働 1 0.06 0

縫製家内労働 1 00
## 4 0 0

世帯数の合計と,世帯平均の所有 .経営農地面積 71 0.20:0.14 0.20 0.14

出所 :フィールド調査結果

注 :下線実線は機業,下線二重線は織物商業,下線点線は村内機業関連職業

*職業別平均とは,全ての職業の組み合わせの等しい世帯主の農地面積の平均を言う｡

**職業群別平均は,第一の職業が等しい世帯主の農地面積の平均を言う｡

***バソ (bas°)屋は,つみれ入りラーメン販売業｡

♯バジグル (bajigur)は,生が飲物.

は,ベチャひきや農業労働が世帯主の第1の職業である世帯群と同様,非常に狭い｡

この様に多数の世帯が機業に従事し,またその世帯が僅かな農地しか所有 ･経営していない

事実の背後には,調査村周辺の農地が人口比では狭小で,都市的様相が全くないにもかかわら

ず人口密度が非常に高く今日1平方キロあたり1,300人以上にもなっている事実がある｡ 農地

を所有しない世帯 (調査71世帯のうち,44世帯,62.0%)や,これを経営 しない世帯 (39世

帯,54.9%)が非常に多く存在し,また表4から明かなように農地を所有 ･経営する世帯も大

多数は非常に零細な経営 ･所有農地規模である｡ 地域ごとに差はあれ,農村世帯の20-70%の

世帯が非農家世帯であるジャワ島の農村部の特質はこの調査村にも該当する｡21) この非農家世

帯の多くが非農業部門に就業しているが,調査村地域では非農家世帯の就業 ･営業機会として

機業が幅広く展開している｡

家族労働中心の自営業である農村織布業だが,前節で述べたようにその売上総利益は低所得

しかもたらさず,運転資本が消滅する危険が常にある機業経営を支えているのが,農業や織布

関連業および,都市インフォーマルセクターの職業などの兼業 ･副業である｡

24世帯の機業世帯のうち,世帯員全員が機業のみに従事する世帯は2世帯しかない｡機業以

21)この特質が該当しないのは,西ジャワでは畑作中心の山間部農村に限られる [水野 1993a:120-
123]｡
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外に世帯員が農業を経営 している世帯は10世帯あり,このうち6世帯が自作農,3世帯が小作

農, 1世帯が自小作農である｡ただし,世帯主の第 1の職業が自作農と自小作農の各 1世帯を

除いて,所有 ･経営地共に0.2ha以下で大部分は0.1ha以下の極零細農である｡

機業世帯の持つ農地にはこの調査村周辺地域では生産性の低い畑作地が多く含まれているこ

とや後述する稲作所得水準を考えても,これら農業を兼ねる大部分の機業世帯にとって農業は

副業でしかないと言える｡ 過半数の機業世帯は農地を全 く所有 ･経営しておらず,調査村地域

の機業がしばしば言われるような農閑期の副業22)ではないことを示 している｡23)

一万,6世帯がベチャひきとの兼業を行っている｡ このベチャひきは,普通,男子世帯主が

土曜日の夕方バンドゥンの町に行って毎日午後ないし夕方から朝までベチャをひき,火曜日あ

るいは水曜日の朝村に戻る｡ 彼らは,この村の者であればベチャを貸してくれるベチャ所有者

(ス ンダ人)から,一 日当た り500ルピアの賃料 を払 ってベチャを借 りる｡前述のように

1973/74年の村の機業の危機時からこの村の人がバンドゥンでベチャをひき始めたが,村の機

業が一定の活気を取 り戻した後も多 くの機業者はこれを継続した｡ベチャひきは,上記6世帯

主の平均で-日当たり粗収入3,900ルピアの収入を得る｡週 3日ないし4日間の労働で,ベチ

ャ借 り代,食事代,交通費その他を除いても,過当たり平均約5,900ルピアの純収入を家に持

って帰ることができる｡経糸ビーム一巻のふきんを織 りきるまでの作業は約 7週間かかるが,

この7週間の間に約4万ルピアの収入をベチャひき業から得ており,機業からの世帯当たりの

収入2万7,000から3万2,000ルピアを優に上回っている｡前節で述べた消失する契機には事欠

かない運転資金を補給する役割を果たしているのがこのベチャひき等の兼業 ･副業と言える｡

そして1986年9月のルピア切 り下げ以降,原料高 ･製品安の傾向は強まり,24)一層多くの機業

者がベチャひきに出ている｡(ただ,ベチャひき業は,交通事故や夜間に雨に濡れながら働 く

ことから生ずる病気など,小営業を危うくする場合がある｡昨今の都市行政によるベチャ取 り

締まりとその追放も将来を暗くしている｡)

その他,世帯員がふきんのヘム加工などの家内労働に従事する世帯は7世帯存在する｡農業

貸金労働を行った者は15世帯に,機業関連の賃労働を行った者は2世帯に存在 した｡この様

な,ベチャひきやヘム加工などの出来高払いの就業機会や零細農との兼業 ･副業そして一部で

賃労働との組み合わせの中に機業が存在 しており,これによって低い売上稔利益と少ない運転

22)例えば,Hardjono[1990:23].
23)モンスーンアジアの農村内非農業部門が農閑期に農民によって従事され,また農繁期にも農業によ
って吸収されない労働力もあるとするM字型サイクル仮説 【Choe 1986:3-15]から考えると,農
繁期でも農業に吸収されない労働力が調査村では非常に多いと言える｡多くの機業者は農業に全く
つかない,ないし副業として農業を行っている｡
24)1986年9月12日のルピア切り下げの後の1カ月間に,TC40Sの糸が2,000ルピアから2,500ルピアに
なったが,産元問屋の扱う薄物ふきん1ダースのタナ-アバン卸問屋-の販売価格は1,900ルピアの
ままで,中厚物は2,700ルピアが2,800ルピアになったにすぎなかった0
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資本の機業が支えられてきたと言える｡ 兼業的就業機会を提供する農村工業が人口増加を促

し,その人口増加が農村工業の発展を支えているとするプロト工業化論 [斉藤 1985:112-

114]は示唆が多いが,人口桐密な調査村地域では,主たる就業機会としての世帯員を動点し

た家族経営機業に,世帯月が他の小商品生産と賃労働との兼業 ･副業種に複雑に組み込まれた

多就業 (occupationalmultip山city25))構造が深化していると言える｡

(2) 織物商の土地所有と兼業 ･副業

ふきん ･ガーゼ商人の農村階層における位置は,土地所有に一定反映されている. すなわ

ち,中 ･大規模織布商人について見ると,その平均所有 ･経営地面積とも調査世帯の平均を上

回っている.表4にある一人の中規模商人はまだ農地を所有していないが,世帯主 (28歳)の

父親は大規模ガーゼ商人で広い農地を所有しており,この世帯主も将来農地の相続を受けると

回答している｡これら中 ･大規模商人の副業種は自作農ないし,自小作農が通常である｡織物

商業の発展の結果,土地を購入した者や,以前織布工場経営者として事業が発展していた時期

に土地を購入した者もいる｡機業や織物商業が停滞した場合に村内中上層農民に戻る者はこの

層から出る｡

一方,小規模商人は所有 ･経営地とも0.02haで機業者並みの零細な農地規模である｡営業

利益は1カ月平均で約9万8,000ルピアと,機業者がベチャひきを兼業した場合より若干多

い｡兼業 ･副業種は零細農と農業労働者である｡

(3) 元入金と運転資本および農村諸階層

以上のように,機業は農村社会下層に開かれた営業 ･就業機会として存在するが,この機業

の持つ特質として,開業に要する資本すなわち元入金 (インドネシア語およびスンダ語で

modal,より適切な訳としては元手である26))の低さが挙げられる. ここで言う元入金とは,

事業を開始するために必要な最小の機械設備 ･土地 ･建物などの固定資産と,必要最低限の開

始運転資本の合計である｡村民は,この元入金額を少なくするため種々の工夫をしているo

例えば,ふきん独立機業者の運転資本を最小にする前節で述べた方法を用いるならば,既に

織機を所有している世帯は,織機一台に付き経糸 15kgと練糸4kg,及び最低限の染料,糊な

どの費用を合わせた約5万ルピアで事業を開始できる｡機業を開始する者も,前述のように織

機および付属器機を購入するために約 1万ルピアかかるのみで,自宅の軒下に織機を置けばほ

25)… pationalmuldphcityは,典型的成人が彼にとっては統合された経済複合を構成する多くの収入を
得る活動にシステマティックに従事する状態,とComitas[1963:41]によって定式化された｡
26)既に生産手段を所有している場合は開始運転資本のみをさし,生産手段を所有していない場合,そ
の購入･賃借費を含む言葉である｡既に事業が経営されている場合は,運転資本のみを指すことも
ある｡
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とんど建物代 ･土地代も不用である｡少ない運転資本をいわば自転車操業の様に回転させて機

業者の経営を維持することは,経営の基盤を常に不安定にしているが,一方で操業を開始する

時点で必要な元入金を低くし,村内下層のこの職業-の参入を容易にしている｡

この様な事業開始時に必要な最低元入金を考えると,小規模商人の場合,最低量のふきん ･

ガーゼ生地の購入費と加工費および最低料金の交通機関を乗り継ぎ最低料金の宿泊所に泊まっ

た販売費を合計して約17万3,000ルピアとなる｡ 前節で述べた独立機業者の小規模商人に対す

る掛売りは,商人の必要運転資金を少なくしている｡ 一方,賃織 りを組織する大規模商人は,

15人の賃織り業者を組織し生ふきんも購入する被調査世帯のケースで元入金が約334万ルピア

である｡そして60世帯の貸織業者を組織する

調査集落最大のふきん商人の場合少なくとも

約800万ルピアが必要となる｡ 中規模商人の

場合,この小規模商人と大規模商人の中間で

平均約57万ルピアであった｡

図 2は,調査世帯民が従事する職業ごと

の,必要最低元入金ないし事業開始時必要資

本額を示 したものである｡ この表の ｢大｣

農27)は,lhaの水田を購入 した農民であ

り,小農は水田0.3haを購入した農民であ

る｡水田を所有するためには,相続 ･贈与な

どの方法で主として親族から土地を得るか,

あるいは購入 ･質受けなどで土地を入手する

必要がある｡この調査村地域の主たる土地取

得方法は,水田 ･畑地については購入ないし

相続であった [水野 1993a:127-134]｡そ

して,親から農地の相続を受けられる見込み

の無い,あるいは非常に零細な土地しか相続

を受けられない世帯が多量に存在 している

[水野 1993b:101-103]｡しかし,水田で 1

haが1,250万ルピアから1,875万ルピアとい

う高価な農地価格は中下層農村階層者の農地

の購入を非常に附難にしている[水野1993a:

元入金 Rp(ルピア) 職 業
0

3,000
4,000

15,000

25,000

50,000

52,000

122,000

173,000

570,000

3,346,000

3,865,000

8,000,000

12,920,000

If

i

織布賃金労働､農業労働
経糸管巻家内労働
ベチャひき

賃織 り業

-ム加工家内労働

独立機業 (既に織機を所有した場合
の最少開始運転資本)

刈分小作農 (0.3haの水田)

独立機業 (織機購入費および開始運
転資本等通常のケース

小規模ふきん･ガーゼ商業

中規模ふきん ･ガーゼ商業

大規模ふきん商業

小農 (0.3haの水田を自作)

村内最大規模ふきん商業

｢大｣農 (1.Ohaの水田を自作)

図 2 調査世帯主の主な職業別元入金ないし
事業開始必要資本

出所 :筆者のフィール ド調査結果に基づ き作成

27)大農と呼ぶにはlhaの農地面積は余りに狭いが,村内の社会経済コンテキストでは十分大きいので
｢大｣農とした｡
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145-155]｡ 従 って,機業の元入金が農業の事 業開始費用 (この地方では機械購入費用はほと

んどゼロだが)に比べ低額であると言える｡

水田が人口に比べ狭いこの地方では,小作人は限られた層 しかなれない｡農業労働者 と農民

の労働関係が永続化傾向を持ち,村の限られた人 しか恒常的農業労働をしないこともつけ加え

てお く必要がある028)村民に開かれた営業 ･就業の機会 を得 るために必要な元入金は,職業

間 ･事業規模間で大 きな相違があ り,この相違には農村内の諸階層問の経済的地位の差が強 く

反映 している｡

一方,農村内申 ･下層の職種間には元入金額に甚だしい差がなく,ある程度の連続性が認め

られるoそして,機業者や織布賃労働が固走性 をもった参入 ･離脱の困難な職人階層 を形成 し

ているわけではな く, また家業概念が明確ではないため,29)農村の諸階層間の経済的地位の差

に対応 した準備可能な元入金額 と利益の見通 しは職業の決定に大 きく影響 し,職業の転換 も行

われやすい○その結果,村内下層者が零細機業自営者になり,また経営の順調な機業者の小規

模織物商へ移行が行われる｡ これは,村内織物商人族生の要因になっている｡

(4) 小営業 と農村の世帯形成

では,機業者が小営業 となり,なぜ貸労働者化 しないのかという問題を考察する｡このため

まず,機業者の自営開始時期 と婚姻年の関係 を見る｡ 詳細な機業経営データの得 られた23世帯

のうち,機業が婚姻後 3年以内に開始 された世帯は12世帯,機業が婚姻前 3年以内に開始され

表5 調査機業主の機業開始以前の職業,調査樵業者事業開始年別 (複数回答者あり)

1950年代 _1960年代 1970年代 1980年代 合計

1. 調査村ないし周辺の他人の事業者の元で手織織機業賃労働 1 2 4 4 ll

2. 調査集落内の父親の経営する機業の元で,織布家族労働 0 4 1 2 7

3. バンドウン市で織布工場賃労働 1 1 0 4 6

4. その他の職業 0 1 1 4 6

出所 :筆者のフィールド調査より

28)小作は,既に農業を営んでおり,また身体が屈強な村民に任される傾向がある｡機業者は,農業に
向かない身体と考えられ,農業労働も収穫 ･運搬程度しかしなくなる｡自作農と小作農の開始運伝
資本としての耕作費用は,各々の経営形態の一期の耕作費用の半額を用いた.土地持ち世帯からの

借金は限られていること,小作農も他の職業を兼業していることが多く,何らかの現金収入がある
ことによる｡

29)家督概念のないスンダ農村では,｢家業を継ぐ｣に相当する意識は弱い｡このことは,事業の相続形
態にも表れる｡ある調査世帯主の父親の所有する10台の織機は,5人の息子の結婚時にほぼ均等に
与えられ,誰が父親の事業を継いだのか不明確だった｡この息子らは多くの場合,事業は自分が開
始したと認識した｡
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た世帯は5世帯だった｡他に離婚して村に戻った後,子供と共に機業を始めた女性世帯主世帯

が 1世帯あり,他村に移動 した後,村に戻った時に機業を開始した世帯が 1世帯あった｡従っ

て19世帯 (機業世帯の82.6%)が現在村内にある世帯の形成時とさほど違わない時期に機業自

営を開始 している｡この理由として,以下のことが考えられる｡

調査村地域のある西ジャワ住民の大多数を占めるスンダ人は,特に女性の結婚年齢が低 く

[五十嵐 1988:600-613],婚姻時に母方居住を行うものの,婚姻後 1年以内あるいは時には

2-3カ月に新婚世帯が独立する世帯形成のパターンを持つ｡この新婚世帯の両親世帯からの独

立は2-3年後に行われることもあり一定していない [水野 1993b:82-83]｡ ただ,長男世帯

も含めて結婚後かなり早い時期に独立 した世帯を形成する傾向は明かで,両親との同居時か

ら,新婚夫婦で作業を行える自営業 (しばしば両親の職業とは異なる)を持ち,夫婦世帯の独

立に備えることも一般的である｡

このような,婚姻後早い時期に行われる世帯の経済的独立のため,多量の土地なし世帯によ

って構成されている調査村中下層にとり,元入金の低い職業の一つとしての機業は営業開始の

困難が少ない｡生産手段を新婚世帯が購入することも,両親からの生前贈与を受けることも容

易である｡ そして生産活動の中心である製織工程は,緯糸を管に巻 く作業が同時並行で行われ

る必要があり,夫婦二人で行うため好都合である｡ 作業手順と担当者の決定は融通性があり,

夫の週3-4日の出稼ぎも容易である｡

父親が機業をしていても子供世帯は早 くから独立して機業を自営でき,父親が機業を行って

いなかった者にも機業者は多い｡表 1と,機業者が現在の職業を開始する以前の職業を調べた

表5は,現在の機業者には父親が機業を営んでいなかった者も多く,織機を自ら購入した者の

数が両親ないし義理の両親から贈与された者の数を上回ったことを示している｡父親の元で機

を織ったことのある現在の機業者の比率は高くなく,より多いのは,集落内やその周辺の他人

である事業者の元で織布工であった者やバンドゥン市の力織機工場で織布労働者であった者で

ある｡

(5) 独立自営機業と工場経営および賃労働

ただ,夫婦と子供が村内の織布工場の賃金労働者となることも可能なのに,なぜ調査村周辺

地域のように自営機業が選択されたのかという問題がある｡ 小営業が一般的となり,なぜ工場

制が発展 しないのかという問題としても考えることができる｡30)これを考えるために作成した

表が表6である｡この表では,村の独立機業者①と比較するため,薄物ふきんについて,産元

30)家族零細経営が一般的な ミナンカバウ農村の鍛冶屋業が経営規模を拡大できない理由について･

K血 [1980:92-102]は資本蓄積率の低さ,低利益,低価格および貸金構造を挙げているoただ
し,データをもって実証できているとは言い難い0
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表6 機業経営形態別の売上高と経常利益,および労働賃金と元入金,元入金営業利益比率
(単位は特に明示の無い限りルピア)

薄手ふきん 未漂白粗布 薄手ふきん

(》独立 ②下請け ③工場原糸 (彰工場原糸バ (勤下請け ⑥商人工場
自営横業 工場 まとめ買い ラ買い低級品 工場 兼営

I. 売上高 145,986 771,(X氾 2,998,333 2,355,833 2,800,000 4,69,167

Ⅲ. 製造費 113,832 648,100 2,700,165 3,059,965 2,538,500 2.860,370

(1)材料費 105,441 0 2,041,265 2,401,065 2,026,667 2,055,400

原糸費 1(泊,850 0 1,888,950 2,248,750 2,026,667 1,888,950

染料,糊,その他の材料費 4,591 0 152,315 152,315 0 166,450

(2)労務費 3,168 472,9α) 477,900 477,9α) 389,333 492,90

織布賃労働労賃 3,168 436,㈱ 436,9∝) 436,900 336,000 436,9∝)

漂白,整経等労賃 0 36,000 41,(X氾 41,0(刀 53,334 56,(価

(3)## 5,223 175,200 181,(X氾 181,(X氾 122,500 312,070
下請け工賃 .委託費 2,072 152,00 152,㈱ 152,OW I(泊,(X氾 283,070

原材料買い出し交通費 1,494 1,200 3,(X氾 3,000 2,500 3,000

梓併却費 400 10,000 10.000 10,000 20,000 10,000

薪費その他の費用 1,257 12,0(氾 16,000 16,αX) 0 16,㈱

班.売上稔利益 32,154 122,9α) 298,168 -704,132 261,500 1,208,796

Ⅳ.販売費その他の費用 0 5,000 54,972 5,000 145,0∝) 307,756

V.営業利益 32,154 117,90 243,196 -709,132 116,5(氾 901,040

1. 稔工程日数 (日) 45.5 35 35 35 36 45

2. -日当たりの営業利益 707 3,369 6,948 -20,261 3,236 20,023

3. 稼働織横台数 (台) 1.3 20 20 20 20 20

4. 賃織り労働音数 (人) - 20 20 20 20 20

5. 管巻き柵巻き労働者致 (人) - 15 15 15 10 15

6. 整経その他の賃金労働者 (人) - 2 2 2 3 6

7. 賃織り労働者月間賞金 - 19,125 19,125 19,125 16,8CK) 19,125

8. 管巻き柳巻き労働者月間賃金 - 8,871 8,871 8,871 10,(X氾 8,871

9. 独立織布業者月間売上稔利益 19,796 - - - - -

(Ⅰ) 固定資産 57,0(氾 1,050,000 1,225,000 1,225,(X氾 1,050,㈱ 1,400,000

織機 (並経器,補助券を含む) 12,0(氾 350,(X氾 350,000 350.000 350,0∝) 350.000

工場建物 .土地 45,0(氾 7(刀,(X氾 875,(X氾 875,(X氾 7(泊,000 1,050.000

(Ⅱ) 開始運転資本 65,743 324,050 1,477,812 1,543,775 1,610,583 2,958,668

原糸 .その他の材料 61,547 0 1,148,362 1,214,325 1,354,66612,055,400

労賃 .下請け工賃前払い 2,620 312,450 312,450 314,950 244,667 775,970

販売費.軽費前払い 1,576 ll,600 14,500 14,500 ll,250 127,298

(Hl) 元入金 (固定資産十開始運転資本) 122,743 1,374,050 2,702,812 2,768,775 2,660,583 4,358,668

【1】 元入金営業利益比率 (%) 26.2 8.6 9.0 -25.6 4.4 20.7

出所 :筆者のフィールド調査
注:1. 経営者とその家族従業者の給与は費用に井入していない｡
2. コスト把握のため営業利益は,手形割引費用,秩,寄付その他の費用を差し引いたもので
ある｡手形割引費用,寄付その他は ｢Ⅳ.販売費その他の費用｣に編入した｡
3. 開始運転資本営業利益比率は,開始運転資本で購入,加工,販売したときの営業利益をそ
の元入金で割った値に100を掛けたものである0

248



水野 :インドネシア農村におけるプリブミ資本織布小工業の展開

問屋-の下請け工場 (手織織機20台が稼動)のケースを②とする｡独立した機業者が工場 (辛

織織機20台)を経営し,原糸は自らマジャラヤの糸自由市場で現在の産元問屋のようにまとめ

買いし,産元問屋が扱う相対的に価格と品質がましな製品を製造するケースを③とし,これら

の各々について,売上総利益及び営業利益と,織布労働者,準備工程の労働者の賃金を推計し

た｡独立機業者以外は,調査村でおこなわれている織布賃労働や賃織 りを参考に,考えられる

現在の工賃や賃率,原材料,販売価格を仮定し計測したものである｡ これらの表でも,経営者

とその家族への給与は費用に算入されていない｡

独立した織布工場が,独立自営機業者のように原糸をバラ買いし,独立機業者と同じ低品質

の製品を製造することも有り得る｡ これを独立織布工場の原糸バラ買い ･低級品製造のケース

(彰とする｡

マジャラヤの町周辺の村では,工場経営によるマジャラヤの町の華人系織布工場への賃織り

関係による未漂白粗布の製織が今日も細々と行われている (そこには村内織物商人がいな

い).そこで,マジャラヤから3キロメートル北西にあるパセ-那 (Ke瓜matanPaseh)のチジ

ヤグラ村 (DesaCijagra)内の未漂白粗布下請け工場 (手織織機20台)の経営費と収益の実際の

ケースを⑤として②-④の想定ケースとの比較のため表6に掲載した｡この⑤のケースは,70

年代に調査村周辺でも行われていたが70年代の末に姿を消した｡

この表からG)の独立零細機業者が月間に得る売上総利益は,(さから⑤までの何れのケースの

織布賃金労働者の月間給与より高いことがわかる｡ただし,例えば夫が織布賃金労働者として

働く以外に,妻と子供が管巻き柵巻き賃労働に従事するならば,世帯の所得は明らかに独立機

業者より高くなる｡

このように世帯ぐるみで工場の賃労働に従事すれば,世帯の賃労働所得は若しくはないにせ

よ独立機業者の売上総利益より多いのに実際は独立機業者が支配的なのはなぜだろうか｡

まず,経営者側の事情を考える必要がある｡ 織布工場が産元商社との賃織り関係に入る②の

ケースの場合の経営者の営業利益は一日あたりに換算すると3,369ルピアで,これは小規模織

物商人の一日あたりの営業利益より若干多く,中 ･大規模織物商人の営業利益よりかなり低

い｡一方,②の賃織り織布工場の元入金は,表6にあるように固定資産と開始運転資本を併せ

て約137万ルピアは必要とする｡ しかし,この元入金額は,中規模商人の57万ルピアよりはる

かに多い｡そして,②のケースの元入金営業利益比率 (8.6%)は織物商人のいずれより低

い｡多量の原糸の供給を産元問屋に依存していることも不安定要因と言える｡

産元問屋などの下請けに入らない独立織布工場のケース③の場合,工場経営者は賃織 り工場

の②のケースに比べてはるかに高い営業利益を得,その月間利益は,中規模商人を上回るが大

規模商人より下回る｡ しかし,このケースでは産元問屋のように原糸のまとめ買いをしなけれ

ばならないなど,土地建物,開始運転資本とも②より高く元入金は270万ルピアと高い｡従っ
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て,元入金営業利益比率は大 ･中規模商人よりやはり低い｡

独立織布工場の原糸バラ買い ･低級品製造のケース(彰では,経営者は大幅な損失を生み出す

ことになる｡これが,独立機業者の経営規模が全体に著しく小さいことを説明する重要な要因

である｡ また,この④のケースの試算結果は,③のケースの営業維持の成否が,十分な運転資

金で,質の相対的にましな原糸をどこまでまとめ買いによって確保でき,31)然るべき価格で産

元商人に販売できるかにあることを示している｡

次に,この②,③,(彰について20台の織機のある工場を既にもつ業者についての開始運転資

本 ･営業利益比率を検討してみる｡ この場合,④以外の②,③のケースでは,その比率は中 ･

大規模の織物商人のそれを上回っている｡ 実際には,第 Ⅰ章,第 ⅠⅠ章で述べたようにこれら

の工場経営は消滅してきた｡この工場経営が開始運転資本 ･営業利益比率では織物商人より有

利であるにもかかわらず消滅した理由として,質のましな原糸確保の不安定さ,十分な運転資

金の確保問題,および適性価格での販路の確保の問題が考えられる｡

質の相対的にましな安価な原糸のまとめ買いが進まず,また製品が然るべき価格で順調に販

売できない時,労働者を雇用し出来高払いの給与を支払う工場は操業低下ないし操業停止せざ

るを得ない｡この時,労働者はすぐ所得低下につながり最後は工場をやめてしまうし,生産が

なくとも貸金を払えば,工場経営の危機に直蒔する｡これに対し家族労働主体の小商人は,販

路が確保できなければ生地の購入を抑えることで対処でき,やはり家族労働と出来高払いの臨

時雇用が主体の産元問屋は,賃織りを減らしたり生地の独立業者からの購入の抑制で対処でき

る｡32)これらから,十分な運転資金の確保,質のましな原糸供給の不安定さ,および然るべき

価格での安定的な販路の確保問題から,かつて存在した工場が操業を停止せざるを得ず,工場

経営者の多くが産元問屋に転化していったと考えられる｡また,新たに事業を起こそうとする

村民の場合,上に述べた理由により,潜在的工場経営者は商人になっていったと考えられる｡

次に,機業者が自営を選択し工場労働者にならない事情を検討する｡まず出来高給制度の手

織織布工場が上述の理由から経営が不安定になり操業度が下がれば,労働者世帯の所得はすぐ

低下することが挙げられる｡一方,独立機業者は,自ら労働力配分を全て決定できるため,原

糸の確保が順調に進まない時,上に述べた副業 ･兼業部門に容易に移行できる｡また,工場が

収益をあげるためには相対的に質の良いふきんを織る必要があり,その分より丁寧に織る必要

がある｡独立機業者に,なぜ相対的に工賃の良い (表2)産元商人との賃織り関係に入らない

31)産元問屋はいつも,相対的に質のましな不合格品原糸をまとめ買いによって確保することに腐心し
ていた｡村内最大のふきん産元問屋は,1988年にマジャラヤのUPTから小工業振興政策の一環とし
て3こりの原糸の供給を受けたが一度だけで供給は止まってしまった.

32)｢誰に (生地を)売るかはまったく自由だ｣と言う独立機業者がいるなど,賃織り業者も含めて,織
物商人と横業者との生地販売･賃織り関係は固定的とは考えられなかったが,商業経営の不安定さ
がこれをもたらしている面があろう｡
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のかと問うと,賃織りの場合,問屋から悪い原糸しか渡されないのに製品について小言を言わ

れ,それよりも独立機業者の方が良いと答えている｡これらの独立機業者の感ずる,賃織り業

のわずらわしさは,工場労働者になればより強く感ぜられうる｡独立機業者の多くがかつて織

布労働者として村の中で働いたり,バンドゥン市の自動織機工場で働いたことがあり,また,

少なくない業者がかつて賃織 りをしていたことがあるにも関わらず今日,相対的に収益の低い

独立機業者として働いている背景には所得額の問題以外の,他人の元で使われるよりも独立し

た自営を好むスンダ人の傾向が一つの要因となっている｡ この傾向はインドネシアの他の民族

集団でも大なり小なり見られる｡

さらにまた,1985/86年の雨期作と86年の乾期作の2作期を考えると,調査世帯中の自作農

民の場合,lha当たりの水稲作年間所得は約83万4,000ルピアであった [水野 1993a:145-

151]｡ 前述の独立ふきん機業者の年間粗利益20万8,000ルピアは,0.25haの水田からの自作

農の年間稲作所得に相当する｡ 所有水田0.25haの農民は農地所有規模としては村では ｢中｣

層33)に属す｡この農民も兼業 ･副業を持つにせよ,独立機業がこの規模の農民の稲作所得に

相当する所得を生みだすことは,機業としては著しく零細な規模であっても調査村地域の下層

村民の一つの理想でもある ｢中｣層農の稲作所得と余り変わりがないことを示している｡ この

ことは,零細機業の所得水準の農民的背景として,なぜ村民が零細経営に甘んじているかを部

分的に説明しよう｡

このように,特に農村中 ･下層民の間の小営業への指向は明瞭だが,これは上述の工場経営

の不安定さにも大きく規定されている｡ 従って,然るべき営業利益を保証する条件が揃えば工

場経営は再生し得るし,その場合,小営業者は自らの事業を一時中断して,再度,工場で働き

得る｡ その例は,大規模商人による工場経営 (表6の⑥)で,計算上良好な収益を上げ得る｡

実は,87年に同村に電気が入ったが力織機は依然用いられず代わりに産元問屋兼営の織布工場

が操業し始め,40台の手織織機が稼動した｡工場の主力商品は厚手 ･中厚ふきんで,小工業運

転資金金融を度々受けた｡ただ,依然不合格品の原糸に頼るため原糸確保が不安定であること

もあり,この経営形態はまだ萌芽状態と言える｡

ま と め

1960年代中盤までスカルノ政権下の協同組合を通じた保護政策によって発展した農村織布業

は,工場制手工業が主体となっていた｡しかし,60年代後半にスハルト政権の政策から先進技

術と資本が大量に日本など外国から持ち込まれると各地の織布産地のプリブミ機業は一様に停

33)0.25haの農地は中農と呼ぶには余りに狭いが,調査村の農民の間では中程度の所有規模である (衣
4,水野 [1993a:126]参照)ので ｢中｣層ないし ｢中｣層農とした｡
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滞傾向が顕著となり,農村織布業は工場制の維持に失敗しまた機械制への発展に挫折した｡

この農村織布業の危機に対し,調査村とその周辺の農村織布業は75年以降,機械製織品に市

場を独占されていない製品を不合格品の糸を用いて低品質であるが安価に製造し,村内の商人

が全国の都市の中下層への販路を開拓することで生き延びた｡60年代までの織布工場経営者は

産元問屋に転換して村の内外の機業者を賃織り関係に組織し,賃織りを組織しない小商人と糸

買い布売り独立機業者との間では生地売買 ･掛売り関係が生まれた｡これらの分業関係を軸と

して産地内で基本的関係が完結した｡ここでの機業者は零細な家族経営で,工場制ではない小

営業だった｡

この様な小営業を族生させた農村小工業の展開過程は,現在のインドネシアの自営業主体 ･

農村居住的就業構造の背景を一部説明している｡ 工場制ではなく小営業が主体となる理由とし

て,小営業者の側から婚梱後早期に独立し自立を好む性向が挙げられる｡機業者の機業所得は

調査村地域 ｢中｣農の稲作所得と余り変わりがないという事実もあった｡しかし,工場経営は

元入金営業利益比率が織物商人に比べ低いこと,安価で相対的に質のましな不合格品原糸の供

給とこれをまとめ買いするための十分な運転資金の確保の問題,および品質のましな製品のた

めの然るべき価格での安定的販路の確保の問題が工場経営を常に不安定にしてきたことがより

重要な問題である｡これに対 し,家族経営の織物商業はこれらの問題により柔軟に対処でき

た｡この結果,1960年代までの農村の工場経営者は70年代以降賃織りを組織する産元問屋に転

化した｡村内の分業関係は営業開始のための元入金の相違に反映している村内の経済的地位の

相違に対応して形成される｡新たな機業者層は農村の土地なし世帯の出身である｡少ない元入

金で開業でき低所得 しかもたらさず僅少な運転資本によって営業される機業は,都市インフ

ォーマルセクターを含む小商品生産と賃労働との兼業 ･副業を前提とした小営業としてのみ存

続させることが可能であった｡また商人にも多くの小商人が族生した｡一方,政府の小工業政

策は中規模以上の商人への運転資金融資に限られ,商人が詐欺にあうことなどもあり,今のと

ころ,この制度金融を有効に利用しているのは大規模商人に限られている｡ そして,最近の一

層の原料高製品安傾向の中,一層多くの機業者がベチャひさに出るなど多就業化が深化してい

る｡ ただ,元入金に対応する然るべき営業利益を上げられる条件が揃えば工場経営も再生可能

であり,調査村では産元問屋兼営の織布工場の操業が萌芽的に始まった｡

本稿が対象にした農村織布業は,1960年代末からいわばジリ貧の状態にある｡一方,インド

ネシアには決してジリ貧ではない多くの農村小企業が存在する｡これらのジリ貧ではない農村

小企業についても,本稿で述べた,多就業を前提にした小営業形態等は多くの点で妥当すると

考えているが,このことは別塙で述べたい｡
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